密集市街地の住宅改善による防災性向上に関する研究 by 水野 智雄





自然科学研究科 環境科学専攻 環境計画講座 
氏      名  水野 智雄 































A STUDY ON DISASTER MITIGATION 
IN CROWDED URBAN AREAS 












Seismic Retrofitting Promotion Law was revised in 2006, which was founded in 
government subsidies. But many houses do not meet seismic codes enforced in 1981, they 
might be still using a lot in the future.  
So I studied disaster mitigation in crowded urban areas by improving houses through 
questionnaire surveys of citizens living in crowded urban areas in Kanazawa City, 
construction companies located in Ishikawa Prefecture, and citizens living in around 
Machinaka-zone on the east side of JR Kanazawa Station. I obtained the following results: 
1. Many citizens and many construction companies want higher earthquake resistant 
performance than that recommended by the government. 
2. Many construction companies do not advertize their work on seismic retrofit, and do not 
grasp residents' needs. Therefore, citizens cannot acquire the information about the 
companies, and hesitate at seismic retrofit. 
3. The household in which a labor generation is tends to want to carry out seismic retrofit. 
Therefore, if a labor generation is targeted, seismic retrofit may be promoted well. 
4. For the setback, there are pros and cons of citizens living in crowded urban areas. But 
there is a possibility that the understanding can be obtained by citizens living in around 
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1995 年 1 月 17 日に発生した阪神・淡路大震災では，地震による直接
的な死者が 5,502 人，この約 90％が建築物の倒壊や家具の転倒によるも
のであった１）．その多くは 1981 年に改正された建築基準法による耐震
基準以前に建築された住宅・建築物による被害であった２）． 
1995 年に「耐震改修促進法」が制定された後も，2004 年 10 月の新
潟県中越地震など大きな被害を及ぼした地震が頻発しているが，建築物
の耐震化が進まない状況から，国土交通省の住宅・建築物の地震防災推
進会議において，2005 年 6 月に「住宅および特定建築物について現状











で示された耐震化率 75％の数字は，表 1-1に示す 2003 年の国土交通省
の推計値が根拠となっている．この推計値が示された当時の耐震化のペ
ースとしては，2015 年までに耐震化率 90％というのは難しいものの，
2010 年時点で 80％を超えるペースであったと推察されている６）． 
しかし，表 1-2に示す総務省が実施した「住宅・土地統計調査」７）～







表 1-1 住宅戸数６） 
 住宅総戸数 うち戸建木造 
全数 約 4,700 万戸 約 2,450 万戸 
うち耐震性が不十分 約 1,150 万戸 
（約 25％） 
約 1,000 万戸 
（約 40％） 
※国土交通省 2003 年推計値．共同住宅含む． 
※耐震性が不十分な住宅は，1998 年の約 1,400 万戸に比べ 250 万戸減．
うち耐震改修によるもの約 32 万戸と推計． 
 




1998 年 約 4,390 万戸 約 2,120 万戸 － 
2003 年 約 4,690 万戸 約 1,760 万戸 約 360 万戸減 






計・改修工事の件数は，補助制度を拡充した 2008 年度以降において 120
件程度であるが，これに対し，2005 年度，2006 年度に実施された金沢
市地震被害想定調査によれば，内陸活断層である森本・富樫断層帯の地




































































































数期待値が 100人を越える学区が全 260学区中 159学区から 80学区へ
と半減するほか，300 人以上となる学区が 36 学区と約 3 分の 1 に，1000
人以上となる学区は 4学区と 9分の 1以下へと大きく減少するとしてい
る．しかし，さらに避難リスクを低減させるためには，周辺の木造住宅
の耐震改修が欠かせないとして，その 1 及びその 2 の研究において提案
された，目標評点を 1.0 未満として改修費用を抑えることで，少しでも
多くの住宅の改修が促進されることについては，診断評点が 0.7 を下回


























































































































































































































































































































年からの 35 年間で 7 万人に半減，減少は続いている一方，1985 年から


















































































































































耐震診断 耐震計画・設計 耐震改修工事 
札幌市 2/3，3 万円  2/3，10 万円  23/100，40 万円   
青森市 自己負担 8 千円  －  －  診断 20 件／年  
盛岡市 自己負担 3 千円  －  －   








耐震診断 耐震計画・設計 耐震改修工事 
秋田市 3 万円  9/10，20 万円  1/2，60 万円   
山形市 1 万円  －  20 万円  耐震改修工事以外のリフォームにも適用 
福島市 自己負担 9 千円  －  1/2，60 万円  診断 14件／年，改修工事 6件／年  
水戸市 －  － －  
宇都宮市 －  － 1/10，10 万円  改修工事 1000件／年，他工事組合せ可 
前橋市 無料診断（80 件） －  50 万円   
さいたま
市  
無料診断，6.5万円  2/3，20 万円  120万円(設計含む)  
千葉市 2/3，4万円(100件) 1/2，10万円(50件) 85 万円(50 戸 ) 改修工事補助額は所得により異なる  
千代田区 10 万円  －  100万円(ｼｪﾙﾀｰ等は50万円) 65歳以上、要介護者、障がい者を対象  
中央区 無料診断 全額補助 1/2，300 万円  高齢者、障がい者は１／２の規定は無し 
港区  無料診断 －  1/2，200 万円   
新宿区 無料診断 左記費用とあわせ 15万円  3/8，150 万円  年齢・所得等により上限規定あり  
文京区 8/10，20 万円  3/4，40 万円  3/4，200 万円  高齢者，障がい者以外は、左記の半額  
台東区 簡易は無料，8/10・15万円  －  1/2，100 万円  密集市街地重点地域は２／３，120万円 
墨田区 1/2，7.5 万円  1/2，5 万円  1/2，80 万円  工事は密集市街地限定,高齢者等は割増  
江東区 一次無料，二次 1/1・10万円  －  1/2，150 万円   
品川区 簡易は無料，1／2・6万円  1/2，20 万円  1/2，150 万円   
目黒区 1/2 －  8/10，120 万円   
大田区 2/3，10 万円  2/3，15 万円  1/2，100 万円  道路幅員と建物高さの関係の規定あり  
世田谷区 無料診断 －  100 万円  １階だけの補強，シェルター等も別途補助あり  
渋谷区 無料診断 －  1/2，100 万円  高齢者等優遇，１階だけの補強補助あり 
中野区 無料診断 －  －  木造共同住宅の改修補助はあり  
杉並区 簡易は無料，10万円 －  50 万円  工事は一定性能以上 100万円，密集市街地 1.5倍  
豊島区 15 万円   2/3，100 万円  工事は区内事業者の場合 50万円増  
北区  無料診断 2/3，20 万円  2/3，100 万円  シェルター，部分改修，耐震ベッドも別途補助あり  
荒川区 無料診断 2/3，30 万円  2/3，100 万円  高齢者世帯は設計・工事とも倍額  
板橋区 1/2，7.5 万円  2／3，4万円（診断とセット）  75 万円  診断は高齢者等，密集市街地は割増  








耐震診断 耐震計画・設計 耐震改修工事 
足立区 10 万円  －  1/2，120 万円  工事は密集市街地 150万円 
葛飾区 5 万円  2/3，20 万円  2/3，160 万円  耐震シェルター等設置も別途補助あり  
江戸川区 簡易は無料，精密診断 30万円 8/10，15 万円  1/2，100 万円  非課税世帯 2/3，150 万円  
横浜市 無料診断 －  225 万円  工事は非課税世帯 300万円 
川崎市 無料診断 3/4，22.5 万円  300 万円  １階，２階を段階的に行う場合も補助あり  
相模原市 簡易診断は無料，4／5・8万円  1/2，3 万円  1/2，80 万円   
新潟市 3.5万円(高齢者等は無料) 1/2，10 万円  80万円(高齢者等 100万円) 耐震シェルター等設置も別途補助あり  
富山市 9/10 －  2/3，60 万円   
金沢市 2/3，10 万円  2/3，20 万円  2/3，130 万円   
福井市 自己負担 3 千円  自己負担 3 千円  2/3，60 万円   
甲府市 無料診断 2／3，40万円，40件 1/2，80万円，40件 高齢者世帯等 100 万円  
長野市 無料診断 －  1/2，60 万円   
岐阜市 無料診断(400件）  －  7／10，84万円，40件  
静岡市 無料診断 14.4万円(診断未実施 15.4万円)  45万円(高齢者等 65万円)  耐震シェルター設置も別途補助あり  
浜松市 無料診断 2/3，9.6 万円  30 万円   
名古屋市 無料診断 －  1/2，90 万円  工事は非課税世帯 3／4，135万円  
津市  無料診断 2/3，16万円，35件 130 万円，50 件   
大津市 無料診断 －  50 万円  耐震シェルター等設置も別途補助あり  
京都市 自己負担 2千円（180件）  9/10，15 万円  1/3+30万円，90万円 京町家は別途補助あり 
大阪市 4.5 万円  10 万円  100 万円  耐震シェルター等設置も別途補助あり  
堺市  無料診断 －  2/3，26 万円   
神戸市 無料診断 9/10，27 万円  60 万円  部分改修・小規模改修も別途補助あり  
奈良市 無料診断 －  1/3，50 万円   
和歌山市 無料診断 2/3，13.2 万円  2/3，60 万円  設計・工事補助あわせて 150件程度 
鳥取市 無料診断 24 万円  43/100，100 万円   
松江市 診断 3万円(うち 1万円自己負担)  －  75 万円   
岡山市 補助４万円，自己負担 2千円，90件  補助 2.8万円，自己負担 1.4万円，50件 1/2，80万円，50件  
広島市 2/3，2万円，40件 2/3，15万円，20件 －   








耐震診断 耐震計画・設計 耐震改修工事 
徳島市 無料診断 ,500 件  －  2/3，60 万円   
高松市 2/3，6 万円  －  1/2，60 万円   
松山市 2/3，2万円，80件 2/3，20 万円  2/3，60 万円   
高知市 自己負担 3 千円  20 万円  90 万円   
福岡市 自己負担 3 千円  －  23/100，70 万円   
佐賀市 －  －  15/100，20 万円   
長崎市 自己負担 5 千円  2/3，7 万円  130 万円  工事は，市 1/2・100万円，県 1/4・30万円  
熊本市 2/3，8万円，50件 －  あり（公開終了）  
大分市 2/3，3万円，16件 －  1/2，60万円，15件  




鹿児島市 2/3，3万円，50件 －  1/3，30万円，20件  





































2008 年（平成 20 年）住宅・土地統計調査による 1980 年（昭和 55 年）
以前の木造住宅数を掲げており，135,720 戸にのぼる．これに対し，1996
年度（平成 8 年度）から 2011 年度（平成 23 年度）までの耐震診断実績
は，21,015 戸，約 15.5％である． 
 また，本研究の対象である金沢市の実績数については公開されておら
ず，ヒアリングにより，2004 年度（平成 16 年度）から 2009 年度（平
成 21 年度）までの実績（補助金の交付決定件数）について情報提供を
受けた．これを表 1-5に示す． 
 2005 年度，2006 年度に実施された金沢市地震被害想定調査によれば，
内陸活断層である森本・富樫断層帯に地震により，木造建物の被害につ
いては，大破 14,801 棟，中破 10,821 棟，計 25,622 棟と想定されてお
り，2008 年度（平成 20 年度）に補助制度が充実したことから以降は件
数が増加しているものの，被害想定数に比し，棟数と件数を単純比較で










表 1-5 金沢市における耐震診断・設計・工事の補助金交付状況 
補助種別 
2009 年度 
（平成 21 年度） 
2008 年度 
（平成 20 年度） 
2007 年度 
（平成 19 年度） 




診断 55     5,040  47     4,530  20 1,200 
設計 35     6,640  42     8,230  4 550 





診断 3     1,260  1       180  0 0 
設計 1        50  1        30  0 0 
工事 0 0 0 0 0 0 
合計 122    47,250 120    46,230  26 2,130 
補助種別 
2006 年度 
（平成 18 年度） 
2005 年度 
（平成 17 年度） 
2004 年度 
（平成 16 年度） 




診断 10 620 26 1,580 5 230 
設計 3 390 7 980 3 300 





診断 2 1,440 1 1,000 1 230 
設計 1 100 2 540 0 0 
工事 1 49,400 1 60 0 0 












































































































































 金沢市では，2001年 3 月 23 日付け「金沢市まちなかにおける定住の
促進に関する条例」を制定し，図 2-2に示すとおり，JR 北陸本線の東









































 金沢市が公表している2010年 12月 1日現在の住民基本台帳による調
査対象地区の世帯数，人口及び 65 歳以上の人口比率を表 2-1に示す． 








性別 65 歳以上 
比率 男 女 
金沢市総数 188,346 445,959 214,951 231,008 21% 
増泉１丁目 581 1，073 478 595 33% 
幸町 591 1，163 536 627 33% 
菊川２丁目 490 1，037 473 564 32% 
石引２丁目 517 1，022 476 546 31% 
横山町 526 1，138 517 621 33% 
暁町 423 952 440 512 36% 











表 2-2 空き家率 
 住宅総数（戸） 空き家総数（戸） 空き家率 
全国 57,586,000 7,987,600 13.9% 
























・配付期間：2010 年 12 月 4 日～12 日 






















    耐震性向上の意向・向上の程度 
    耐震性向上に必要な自己資金に関する意識  
    耐震性向上以外の改善意向 
    建替え・改修の予定有無 
    自家用車の保有，駐車場の確保の状況 
・建替えにあたっての住宅のセットバックに関する方策の賛否 






を超え，主な働き手の年齢が 60 歳代，70 歳以上の世帯があわせて 40％
を超え，また，世帯の年収が 500 万円未満の世帯が 65％を超えている． 
 
表 2-3 建物の延べ床面積 
延べ床面積  回答数  割合  
50 ㎡未満  14 5.2% 
50 ㎡～100 ㎡未満  64 23.6% 
100 ㎡～150 ㎡未満  90 33.2% 
150 ㎡～200 ㎡未満  64 23.6% 
200 ㎡以上  39 14.4% 




表 2-4 建物の構造 
構造  回答数  割合  
木造  385 90.0% 
鉄骨・軽量鉄骨  35 8.2% 
鉄筋コンクリート  5 1.2% 
その他（木造と鉄骨の混合）  2 0.5% 
不明  1 0.2% 
合計  428 100% 
 
表 2-5 建物の所有権 
構造  回答数  割合  
持家  403 92.2% 
借家  34 7.8% 
合計  437 100% 
 
表 2-6 建築年 
建築年  回答数  割合  
～1950 年  92 22.5% 
1951 年～ 1959 26 6.4% 
1960 年～ 1971 54 13.2% 
1972 年～ 1981 79 19.3% 
1982 年～ 1992 77 18.8% 
1993 年～ 2000 56 13.7% 
2001 年～  25 6.1% 
合計  409 100% 
 
表 2-7 入居年（いつから住んでいるか） 
入居年  回答数  割合  
～1950 年  87 22.1% 
1951 年～ 1959 34 8.7% 
1960 年～ 1971 63 16.0% 
1972 年～ 1981 59 15.0% 
1982 年～ 1992 63 16.0% 
1993 年～ 2000 43 10.9% 
2001 年～  44 11.2% 






表 2-8 居住意向（住み続けたいかどうか） 
居住意向 回答数 割合 
住み続けたい 230 54.2% 
住み続けざるを得ない 160 37.7% 
住み続けたくない 34 8.0% 
合計 424 100% 
 
表 2-9 自家用車の保有 
自家用車の保有  回答数  割合  
持っている  313 76.2% 
持っていない  98 23.8% 
合計  411 100% 
 
表 2-10 駐車場の確保の状況（駐車場の意向） 
駐車場の確保の状況 回答数 割合 
十分足りている 192 71.6% 
敷地外の駐車場を借りたい 9 3.4% 
建物に車庫を組み込みたい 28 10.4% 
敷地前部に駐車場を設けたい 28 10.4% 
クルマを使わないので不要 11 4.1% 
合計 268 100% 
 
表 2-11 家族の人数 
家族の人数  回答数  割合  
１人  93 23.4% 
２人  161 40.5% 
３人  65 16.3% 
４人  40 10.1% 
５人  23 5.8% 
６人  16 4.0% 




表 2-12 主な働き手の性別 
主な働き手の性別  回答数  割合  
男性  161 79.3% 
女性  42 20.7% 
合計  203 100% 
 
表 2-13 主な働き手の年齢 
主な働き手の年齢  回答数  割合  
20 歳代  3 1.5% 
30 歳代  22 11.1% 
40 歳代  40 20.2% 
50 歳代  48 24.2% 
60 歳代  59 29.8% 
70 歳以上  26 13.1% 
合計  198 100% 
 
表 2-14 主な働き手の職業 
家族の人数  回答数  割合  
会社員  100 51.0% 
自営業  44 22.4% 
公務員  11 5.6% 
団体職員  10 5.1% 
ﾊﾟｰﾄ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ 19 9.7% 
日雇い  1 0.5% 
無職  11 5.6% 
合計  196 100% 
 
表 2-15 世帯の年収 
家族の人数  回答数  割合  
200 万円未満  39 16.3% 
200 万円～300 万円未満  54 22.5% 
300 万円～400 万円未満  36 15.0% 
400 万円～500 万円未満  28 11.7% 
500 万円～700 万円未満  43 17.9% 
700 万円～1000 万円未満  22 9.2% 
1000 万円～1500 万円未 16 6.7% 
1500 万円以上  2 0.8% 


























・配付期間： 2011年 12月 5 日～9 日 
・回収期間： 2011年 12月 15 日～20 日 
・配 付 数： 600 票（309 社） 
  ・回 収 数： 457 票（76.2%） 













































金沢駅まで  香林坊まで  
所要時間  本数（１時間あたり） 所要時間  本数（１時間あたり） 
Ａ  24 分  平日 1～3 本  土・休日 1～2本 
11 分  平日 2～9 本  
土・休日 1～5本 
Ｂ  
26 分  平日 1～10 本  
土曜 2～7 本  
休日 2～4 本  
10 分  平日 1～14 本  
土曜 2～7 本  
休日 1～4 本  
Ｃ  
33～  
38 分  
平日 1～12 本  
土曜 2～7 本  
休日 1～6 本  
11～  
18 分  




27 分  平日 2～9 本  
土曜 2～5 本  
休日 3～5 本  
19 分  平日 2～9 本  
土曜 2～5 本  
休日 3～5 本  
Ｅ  
27 分  
途中  
乗換  
平日 1～5 本  
土・休日  
1～4 本  
14 分  平日 1～7 本  
土曜 2～4 本  











ｽｰﾊﾟｰﾏｰｹｯﾄまで 医療機関  
まで  
Ａ  保 0.6km 小 0.8km 中 1.1km 







1km 内科・小児科 0.1km 
産婦人科 0.6km 
歯科 0.4km 
Ｃ  幼 0.4km 小 0.8km 中 0.8km 
0.7km 内科 0.2km 
歯科 0.1km 
Ｄ  保 0.6km 幼 0.6km 
小 0.4km 
中 0.6km 
0.4km 内科 0.1km 
総合病院 0.3km 
Ｅ  保 0.3km 幼 0.3km 
小 0.3km 
中 1.6km 















主な働き手の性別  回答数  割合  
男性  66 85.7% 
女性  11 14.3% 
合計  77 100% 
 
表2-19 主な働き手の年齢 
主な働き手の年齢  回答数  割合  
20 代  18 23.4% 
30 代  23 29.9% 
40 代  18 23.4% 
50 代  12 15.6% 
60 以上  6 7.8% 
合計  77 100% 
 
表2-20 主な働き手の職業 
主な働き手の職業  回答数  割合  
会社員  70 90.9% 
自営業  1 1.3% 
公務員  1 1.3% 
団体職員  1 1.3% 
パート・アルバイト  4 5.2% 
日雇い  0 0% 
無職  0 0% 
その他  0 0% 
合計  77 100% 
 
表2-21 世帯の人数 
世帯の人数  回答数  割合  
1 人  22 28.6% 
2 人  19 24.7% 
3 人  16 20.8% 
4 人  15 19.5% 
5 人  5 6.5% 
6 人以上  0 0% 





世帯の年収  回答数  割合  
200 万円未満  1 1.5% 
200 万円～300 万円未満  10 14.9% 
300 万円～400 万円未満  13 19.4% 
400 万円～500 万円未満  15 22.4% 
500 万円～700 万円未満  11 16.4% 
700 万円～1000 万円未満  10 14.9% 
1000 万円～1500 万円未満  7 10.4% 
合計  67 100% 
 
表2-23 自家用車の保有台数 
自家用車の保有台数  回答数  割合  
0 台  0 0% 
1 台  30 40.0% 
2 台  27 36.0% 
3 台  18 24.0% 



















建物の所有権 回答数 割合 
持家 29 70.7% 
借家 8 19.5% 
その他（親類の名義など） 4 9.8% 
合計 41 100% 
 
表2-25 建て方 
建て方 回答数 割合 
一戸建 32 41.0% 
長屋建 0 0% 
共同住宅(ｱﾊﾟｰﾄ･ﾏﾝｼｮﾝ) 46 59.0% 
合計 78 100% 
 
表2-26 建物の構造 
建物の構造 回答数 割合 
木造 34 43.6% 
鉄骨・軽量鉄骨 23 29.5% 
鉄筋コンクリート 19 24.4% 
その他（複合の構造） 0 0% 
不明 2 2.6% 
合計 78 100% 
 
表2-27 居住年数 
居住年数 回答数 割合 
10 年未満  45 59.2% 
10～20 年未満  19 25.0% 
20 年以上  12 15.8% 






建築年次 回答数 割合 
1981 年以前  16 21.1% 
1982 年以降  60 78.9% 














































表 2-29 建築事業者の概要 
 資本金  従 業 員 数 有資格者数（延べ人数）  
 (万円) （人）  一級建築士  二級建築士  木造建築士  その他  
Ａ  3800 8 4 2 0 0 
Ｂ  2000 19 3 2 0 0 
Ｃ  8500 21 2 1 0 1 
Ｄ  3000 17 2 2 0 0 
Ｅ  2500 10 5 1 0 0 
Ｆ  2000 17 2 4 0 0 
Ｇ  4500 23 9 5 0 0 
Ｈ  －  －  1 2 0 0 
Ｉ  2000 27 1 5 0 0 
Ｊ  2400 20 3 8 1 0 
Ｋ  2000 23 6 1 0 0 
Ｌ  3200 10 3 3 0 0 
Ｍ  3330 6 1 4 0 0 
Ｎ  2000 40 1 2 0 0 
Ｏ  4800 17 1 7 0 9 
Ｐ  4600 21 1 1 0 5 
Ｑ  3000 38 9 7 0 0 
Ｒ  21900 78 13 15 0 0 
Ｓ  2000 39 0 2 0 7 
Ｔ  4000 13 2 9 0 10 
Ｕ  2000 51 2 0 0 0 
Ｖ  2500 30 1 3 0 0 
Ｗ  2000 6 0 4 0 0 











































表 3-1 住宅の耐震性向上の意向 
意向  回答数  割合  
向上させたい  186 56.0% 
向上させなくてよい  146 44.0% 
合計  332 100% 
  
表 3-2 耐震性を「向上させなくてよい」理由と建築年代の関係 
「向上させなくてよい」理由  建築年代  合計  ～1981 年  1982 年～  
耐震性はすでに確保されている
と思うため  
17 32 49 
34.7% 65.3% 100% 




3 0 3 
100% 0% 100% 
4.0% 0% 2.3% 
お金に余裕がないため  
  
51 20 71 
71.8% 28.2% 100% 
68.9% 34.5% 53.8% 
その他  
  
3 6 9 
33.3% 66.7% 100% 
4.1% 13.3% 6.8% 
合計  
74 58 132 
56.1% 43.9% 100% 
100% 100% 100% 

























































































～昭和 25 年  
昭和 26年～
昭和 56 年  








































上段：回答数， 中段：行ごとの割合， 下段：列ごとの割合 
 
 





























































昭和 56 年  








































上段：回答数， 中段：行ごとの割合， 下段：列ごとの割合 
 
 













































































上段：回答数， 中段：行ごとの割合， 下段：列ごとの割合 
 
 






























































































































































上段：回答数， 中段：行ごとの割合， 下段：列ごとの割合 
 
 









































表 3-12 耐震性向上意向と主な働き手の年齢の関係 
耐震性向上意向 
主な働き手の年齢 
合計 20 代 
30 代 


























































上段：回答数， 中段：行ごとの割合， 下段：列ごとの割合 
 
 












































































































































































上段：回答数， 中段：行ごとの割合， 下段：列ごとの割合 
 
 














































































上段：回答数， 中段：行ごとの割合， 下段：列ごとの割合 
 
 


































































表 3-18 各アイテムのクラメール連関係数 
項目（問い） ｸﾗﾒｰﾙ連関係数 順位 
延べ床面積 0.123653 6 
いつから住んでいるか 0.027783 13 
居住意向 0.124220 5 
建築年 0.127891 4 
自家用車有無 0.168538 2 
駐車場の場所 0.034088 12 
駐車場の意向 0.101416 9 
家族の人数 0.119930 7 
主な働き手性別 0.097003 10 
主な働き手年齢 0.132377 3 
主な働き手職業 0.110052 8 
世帯の年収 0.247601 1 
建物の形態 0.020422 15 
建て方 0.025583 14 
接道の幅員 0.049974 11 
 
 





1 2 3 4 5 6 7 8 9 
延べ床面積 6     ○ ○ ○ ○ ○ 
居住意向 5    ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
建築年 4   ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
自家用車有無 2 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  
駐車場の意向 9        ○  
家族の人数 7      ○ ○ ○ ○ 
主な働き手性別 10         ○ 
主な働き手年齢 3  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
主な働き手職業 8       ○ ○ ○ 



















・相 関 比：0.65461 
・判別結果 
実際の群 判別された群 合計 
1 2 
1 25 4 29 
% [86.2] [13.8] [100.0] 
2 1 26 27 
% [3.7] [96.3] [100.0] 
判別的中率：91.07% 
 









表 3-20 説明変数 
項目 カテゴリー 
世帯の年収 1 ２００万円未満 
 2 ２００万円～３００万円未満 
 3 ３００万円～４００万円未満 
 4 ４００万円～５００万円未満 
 5 ５００万円～７００万円未満 
 6 ７００万円～１０００万円未満 
 7 １５００万円以上 
主な働き手の年齢 1 ２０，３０代 
 2 ４０代 
 3 ５０代 
 4 ６０代 
 5 ７０代 
建築年 1 ～１９５０年 
 2 １９５１年～１９５９年 
 3 １９６０年～１９７１年 
 4 １９７２年～１９８１年 
 5 １９８２年～１９９２年 
 6 １９９３年～２０００年 
 7 ２００１年以降 
居住意向 1 住み続けたい 
 2 住み続けざるを得ない 
 3 住み続けたくない 
延べ床面積 1 １００ｍ２未満 
 2 １００ｍ２～１５０ｍ２未満 
 3 １５０ｍ２～２００ｍ２未満 
 4 ２００ｍ２以上 
家族の人数 1 １人 
 2 ２人 
 3 ３人 
 4 ４人 
 5 ５人 
 6 ６人以上 
主な働き手の職業 1 会社員 
 2 自営業 
 3 公務員 
 4 団体職員 
 5 パート・アルバイト 
主な働き手の性別 1 男性 




表 3-21 数量化Ⅱ類分析の結果 
項目 カテゴリー 個数 カテゴリー スコア レンジ 偏相関係数 
世帯の年収 1 3 2.079 3.056 0.662 
  2 9 0.425   
  3 8 -0.195   
  4 4 0.484   
  5 13 0.206   
  6 9 -0.977   
  7 10 -0.433   
      
主な働き手 1 4 0.105 1.034 0.45 
の年齢 2 14 0.243   
  3 11 0.615   
  4 23 -0.419   
  5 4 -0.235   
建築年 1 9 0.387 1.396 0.454 
  2 6 -0.328   
  3 5 -0.889   
  4 6 0.507   
  5 12 0.258   
  6 12 -0.196   
  7 6 -0.143   
居住意向 1 39 -0.13 1.008 0.331 
  2 15 0.416   
  3 2 -0.592   
延べ床面積 1 7 0.143 0.534 0.267 
  2 20 -0.13   
  3 15 -0.203   
  4 14 0.331   
家族の人数 1 6 0.483 0.961 0.493 
  2 19 -0.474   
  3 8 0.487   
  4 9 -0.332   
  5 9 0.344   
  6 5 0.421   
主な働き手の職業  1 28 -0.408 1.678 0.551 
2 12 0.063   
  3 5 1.27   
  4 4 -0.149   
  5 7 0.702   
主な働き手の性別  1 44 0.217 1.011 0.478 














・主な働き手の年齢が 20 代～50 代の世帯では，年代に比例して耐震
性向上の意向が高くなる傾向にあり，60 代，70 代では，耐震性向
上の意向は低い傾向にある． 

































表 3-22 耐震性以外に改善したいところ 
（複数回答） 
項目  回答数  割合  
建物の外観  69 9.8% 
建物の広さ  35 5.0% 
天井の高さ  21 3.0% 
部屋の間取り  105 15.0% 
トイレ・台所・風呂等の設備  130 18.5% 
日当たり  64 9.1% 
風通し  37 5.3% 
耐火性  74 10.5% 
断熱性  81 11.5% 
駐車場  63 9.0% 
その他  23 3.3% 




















費用  回答数  割合  
50 万円未満  9 5.7% 
50 万円～100 万円未満  14 8.9% 
100 万円～150 万円未満  22 13.9% 
150 万円～200 万円未満  24 15.2% 
200 万円～250 万円未満  12 7.6% 
250 万円～300 万円未満  12 7.6% 
300 万円～400 万円未満  23 14.6% 
400 万円～500 万円未満  8 5.1% 
500 万円以上  34 21.5% 





























表 3-24 耐震性向上に関する回答者の意識と 
耐震改修工事費（推計値）との差異 
回答者の意識 － 耐震改修工事費の推計値 回答数 割合 割合 
300 万円～400 万円未満  3 2.9% 
40.4% 
250 万円～300 万円未満  4 3.8% 
200 万円～250 万円未満  10 9.6% 
150 万円～200 万円未満  9 8.7% 
100 万円～150 万円未満  5 4.8% 
50 万円～100 万円未満  11 10.6% 
50 万円未満  
     ～ -（50 万円未満）  
36 34.6% 34.6% 
-（50 万円～100 万円未満）  13 12.5% 
25.0% 
-（100 万円～150 万円未満）  6 5.8% 
-（150 万円～200 万円未満）  3 2.9% 
-（200 万円～250 万円未満）  4 3.8% 














































表 3-25 対象地区の住民の耐震性確保に関する意識 
耐震性向上の程度  回答数  割合  
まったく損傷しない程度  43 23.4% 
軽微な損傷で済む程度  86 46.7% 
損傷するが、修繕して住める程度  26 14.1% 
損傷するが、建物が倒れず、人命が守られる程度  29 15.8% 












表 3-26 「確保すべき上部構造評点」に対する考え方 
賛否 回答数 割合 
1.5 以上 7 35.0％ 
1.0 以上 1.5 未満 13 65.0％ 
その他 0 0％ 




1.0 以上 1.5 未満は「一応倒壊しない」 


















表 3-27 「１階のみ補強する方法」に対する賛否 
賛否 回答数 割合 
賛成 13 61.9％ 
条件次第で賛成 5 23.8％ 
反対 3 14.3％ 









表 3-28 「１室のみ補強する方法」に対する賛否 
賛否 回答数 割合 
賛成 10 47.6％ 
条件次第で賛成 2 9.5％ 
反対 9 42.9％ 













表 3-29 「外装の上から金属ﾌﾞﾚｰｽなど接合金属で補強する方法」に対する賛否 
賛否 回答数 割合 
賛成 8 40.0％ 
条件次第で賛成 4 20.0％ 
反対 8 40.0％ 











表 3-30 「ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙ系ﾍﾞﾙﾄ等で補強する方法」に対する賛否 
賛否 回答数 割合 
賛成 9 42.9％ 
条件次第で賛成 4 19.0％ 
反対 8 38.1％ 











































項目 回答数 割合 
市役所による無料相談 88 10.9% 
業者による無料相談 71 8.8% 
補助制度 126 15.6% 
税金の優遇 112 13.8% 
ローン 67 8.3% 
業者の広告・ｶﾀﾛｸﾞ・実例集 54 6.7% 
業者による工事内容・費用の詳細説明 147 18.2% 
業者による工事中の仮住まいの手配サービス 43 5.3% 
業者の信頼性に関する知人からの情報 96 11.9% 
その他 5 0.1% 



















しているかについては，「宣伝していない」が 80％を超えた（表 3-32）． 
表 3-32 耐震改修・補強の取扱いの宣伝 
項目 回答数 割合 
宣伝している 4 16.7% 
宣伝していない 20 83.3% 






表 3-33 行政の補助金に関する紹介 
項目 回答数 割合 
紹介している 11 45.8% 
紹介していない 13 54.2% 









表 3-34 税金優遇に関する紹介 
項目 回答数 割合 
紹介している 8 33.3% 
紹介していない 16 66.7% 






表 3-35 改築・リフォームの無料相談の実施 
項目 回答数 割合 
随時実施している 10 41.7% 
時々実施している 6 25.0% 
実施していない 8 33.3% 





表 3-36 改築・リフォームのローンの紹介 
項目 回答数 割合 
紹介している 8 33.3% 
紹介していない 16 66.7% 










表 3-37 工事中に問題が見つかった場合の契約 
項目 回答数 割合 
増額の変更 13 54.2% 
当初金額内の設計変更 3 12.5% 
当初から定価格契約 2 8.3% 
その他 6 25.0% 






表 3-38 仮住まいの手配 
項目 回答数 割合 
手配している 14 58.3% 
手配していない 10 41.7% 





表 3-39 工事完了までの顧客・建築主との対話 
項目 回答数 割合 
図面作成・契約から工事完了まで 24 100% 
図面作成・契約時，工事完了時 0 0% 
その他 0 0% 








表 3-40 顧客・建築主との対話時の建築士 
項目 回答数 割合 
設計を担当する建築士 18 75.0% 
他の建築士 4 16.7% 
営業担当 1 4.2% 
その他 1 4.2% 




が 38％，残りは，自社・他社「両方」であった（表 3-41）． 
表 3-41 設計担当の建築士 
項目 回答数 割合 
自社 10 42% 
他社 9 38% 
両方 5 21% 













表 3-42 顧客のニーズの把握 
項目 回答数 割合 
行っている 9 37.5% 
行っていない 15 62.5% 
合計 24 100% 
 
表 3-43 ニーズ把握の方法 
項目 回答数 割合 
インターネット 0 0% 
来客アンケート 5 55.6% 
契約実績 2 22.2% 
その他 2 22.2% 















































































78 票  
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54 票  
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図 4-29 建物の改修を検討する際に役立つこと（複数回答） 
66 票  





































285 票  










































































5.1.1  接道の幅員の耐震性向上意向への影響 
対象地区の住民におけるが，住宅の耐震性向上の意向に影響するかど
うかについて確認した．まず，クラメール連関係数を算出したが，表 5-1
に示すとおり，値は約 0.05 と小さく，他の項目と比較しても，11 番目
の順位となり，大きな関連性はみられなかった．さらに，このことをク
ロス集計とカイ２乗検定により確認した（表 5-1）．なお，接道の幅員に
















11 74 67 34 186 
5.9% 39.8% 36.0% 18.3% 100% 
61.1% 54.8% 54.9% 60.7% 56.2% 
向上させなくてよ
い 
7 61 55 22 145 
4.8% 42.1% 37.9% 15.2% 100% 
38.9% 45.2% 45.1% 39.3% 43.8% 
合計 
18 135 122 56 331 
5.4% 40.8% 36.9% 16.9% 100% 
100% 100% 100% 100% 100% 





























図 5-1 方策１「道路中心から 2.5ｍセットバックし 
３階建ての建替えを可能とする方策」 
 
表 5-2 方策１に対する賛否 




反対 反対 合計 
向上させたい 
16 34 85 20 19 174 
9.2% 19.5% 48.9% 11.5% 10.9% 100% 
53.3% 69.4% 50.9% 80.0% 52.8% 56.7% 
向上させなくて
よい 
14 15 82 5 17 133 
10.5% 11.3% 61.7% 3.8% 12.8% 100% 
46.7% 30.6% 49.1% 20.0% 47.2% 43.3% 
合計 
30 49 167 25 36 307 
9.8% 16.0% 54.4% 8.1% 11.7% 100% 



















































表 5-3 方策１に対する賛否とアンケート項目のクラメール連関係数 
項目 クラメール連関係数 順位 
主な働き手の年齢 0.124927 3 
世帯の年収 0.174475 1 
自家用車の有無 0.065897 4 
























図 5-2 方策２「道路中心から 1.35ｍセットバックし 
敷地面積確保と町並み保全を可能とする方策」 
 
表 5-4 方策２に対する賛否 





反対 反対 合計 
向上させたい 
6 30 80 33 24 173 
3.5% 17.3% 46.2% 19.1% 13.9% 100% 
54.5% 68.2% 52.6% 66.0% 50.0% 56.7% 
向上させなくてよい 
5 14 72 17 24 132 
3.8% 10.6% 54.5% 12.9% 18.2% 100% 
45.5% 31.8% 47.4% 34.0% 50.0% 43.3% 
合計 
11 44 152 50 48 305 
3.6% 14.4% 49.8% 16.4% 15.7% 100% 











表 5-5 方策２に対する賛否とアンケート項目のクラメール連関係数 
項目 クラメール連関係数 順位 
主な働き手の年齢 0.103601 3 
世帯の年収 0.130391 1 
自家用車の有無 0.106230 2 

















③  方策３ 














図 5-3 方策３「接道が狭あいでも建替え可能とする方策」 
 
表 5-6 方策３に対する賛否 
耐震化意向 賛成 やや賛成 とちらで もない やや反対 反対 合計 
向上させたい 
14 34 104 10 10 172 
8.1% 19.8% 60.5% 5.8% 5.8% 100% 
48.3% 64.2% 54.7% 66.7% 52.6% 56.2% 
向上させなく
てよい 
15 19 86 5 9 134 
11.2% 14.2% 64.2% 3.7% 6.7% 100% 
51.7% 35.8% 45.3% 33.3% 47.4% 43.8% 
合計 
29 53 190 15 19 306 
9.5% 17.3% 62.1% 4.9% 6.2% 100% 



































表 5-7 方策３に対する賛否とアンケート項目のクラメール連関係数 
項目 クラメール連関係数 順位 
主な働き手の年齢 0.137865 1 
世帯の年収 0.135309 3 
自家用車の有無 0.131701 4 




















壁面後退の可否 回答数 割合 
後退させてもよい 54 69.2% 
後退させたくない 24 30.8% 
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1．関心がある     2．関心がない     3．どちらでもない 
 
問02 あなたのお住まいの周辺には歴史的なまちなみはあると思いますか。 








1．持家(自分の代で建替え・新築)  3．持家(建売住宅購入) 5．借家 
2．持家(先代から継承)       4．持家(中古住宅購入) 6．その他（      ）
 
問05 現在の建物の敷地の所有権はお持ちですか。（1つに○をつけてください。） 
1．持っている     2．持っていない 
 
問06 敷地面積、建物の１階部分の面積、建物の延床面積(各階の床面積の合計)をお答えください。 
敷地面積 ：    ㎡または    坪  延床面積：    ㎡または    坪 





① 建物の外観・・・・・ １  ２  ３  ４
② 建物の広さ・・・・・ １  ２  ３  ４
③ 部屋の間取り・・・・・ １  ２  ３  ４
④ トイレ・台所等の設備・ １  ２  ３  ４
⑤ 日当たり・・・・・・ １  ２  ３  ４
⑥ 風通し・・・・・・ １  ２  ３  ４
⑦ 延焼防止・・・・・ １  ２  ３  ４
⑧ 耐震性・・・・・・ １  ２  ３  ４
⑨ 駐車場・・・・・・ １  ２  ３  ４





① 自動車交通の利便性  １  ２  ３  ４ 
② 歩行の利便性・・・・ １  ２  ３  ４
③ 避難路の確保・・・・ １  ２  ３  ４
④ 公園やみどり・・・・ １  ２  ３  ４
⑤ 歴史的まちなみ・・ １  ２  ３  ４
⑥ 地域の活気や賑わい １  ２  ３  ４
⑦ 地域の結びつき・・ １  ２  ３  ４
⑧ 地域全体として・・ １  ２  ３  ４ 
 



































1．木造 2．鉄骨・軽量鉄骨 3．鉄筋コンクリート 4.その他（       ） 5.不明  
 
問10 現在の居住地にいつからお住まいですか。（いちばん長く住んでいる方についてお答えください。） 
昭和・平成（    ）年から住んでいる 
 
問11 あなたは今後も現在地で住み続けたいと思いますか。（１つに○をつけてください。） 




















1．非常に伝統的だと思う             3．あまり伝統的だと思わない 




1．伝統的な外観にしたい         4．現代的な外観にしたい  
2．少しだけ伝統的な外観にしたい     5．外観にはこだわらない   




①伝統的な外観デザインへの修復 ・・・・   １      ２      ３ 
②水回りの内部改修 ・・・・・・・・・・   １      ２      ３ 
③耐震性能の診断 ・・・・・・・・・・・   １      ２      ３ 
④防災性向上のための構造整備 ・・・・・   １      ２      ３ 




1．修復したい    問18へ       2．修復したくない    問19へ
よく知っている 聞いたことはある 知らない 
 3
問18 修復したいと思うのはなぜですか。（主なもの２つ以内に○をつけてください。） 
1．歴史のある建物だから               5．先祖代々受け継いできた建物だから  
2．地域の町並みに貢献したいから           6．行政の要望があったから 




1．新たな様式に建替えたいから       5．自分の住まいが注目されたくないから 
2．修復し保全するような建物ではないから   6．制度の手続きが煩わしそうだから 
3．修復し保全してもメリットが少ないから   7．補助を受けるまでに時間がかかりそうだから 




1.向上させたい    問21へ      2.向上させなくてよい    問23へ 
 
問21 地震に備え、建物の耐震性は、どの程度まで向上させたいですか。（１つに○をつけてください。） 
1.まったく損傷しない程度      3.損傷するが、修繕して住める程度 
2.軽微な損傷で済む程度       4.損傷するが、建物が倒れず、人命が守られる程度 
 
問 22 お願い状にある「森本・富樫断層帯」の地震に備え、建物の耐震性を向上させる（耐震改修・補強を
する）ための自己資金は、いくら必要だと思いますか。（１つに○をつけてください。）    
1.  50万円未満 
2.  50万円～100万円未満 
3.  100万円～150万円未満 
 
4.  150万円～200万円未満 







    1. 耐震性はすでに確保されていると思うため 
    2. 建物がきれいになったり、広くなったりするだけでよいと思うため 
    3. お金に余裕がないため 
    4. その他（                                 ） 
 
問24 現在の建物に改善したいところはありますか。（あてはまるものすべてに○をつけてください。） 
1．建物の外観      4．部屋の間取り     7．風通し    10．駐車場 
2．建物の広さ      5．トイレ・台所・風呂等の設備  8．耐火性    11.その他（     ） 
3．天井の高さ     6．日当たり       9．断熱性 
 
問25 およそ５年以内に、現在の建物の建替えや直す予定がありますか。（１つに○をつけてください。）
1．建替える           4．いたんでいる部分を修繕する    7.取りこわす 
2．建増しする          5.屋内の仕上げや改装    















10. その他（                     ）
 
問27 自家用車をお持ちですか。（１つに○をつけてください。） 
1．持っている   問28へ    2．持っていない   問30へ
 
問28 駐車場の場所はどこですか。駐車台数もご記入ください。 
1．建物の敷地内 （       ）台     2．建物の敷地以外（       ）台
 
問29 駐車場は十分ですか。（1つに○をつけてください。） 
1．十分足りている        2．敷地外の駐車場を借りたい  3．建物に車庫を組み込みたい 
4．敷地前部に駐車場を設けたい  5．車を使わないのでいらない  6．その他（       ） 
 
問30 これまでに、建物を建替えたり、直したりしたことがありますか。  
（あてはまるものすべてに○をつけて、具体的な年をご記入下さい。） 
1．建物を建替えた   昭和・平成（  ）年頃 
2．建て増しした     昭和・平成（  ）年頃 
3．一部を壊して新たに建てた 昭和・平成（  ）年頃 
4．傷んでいる外観を修繕した 昭和・平成（  ）年頃 







1．建物の外観      4．部屋の間取り     7．風通し    10．断熱性 
2．建物の広さ      5．トイレ・台所・風呂等の設備  8．耐震性    11. 駐車場 





















































1．賛成    2．やや賛成    3．どちらでもない    4．やや反対    5．反対 




























































































































1．会社員        2．自営業      3．公務員       4．団体職員      
5．パート・アルバイト  6．日雇い      7．無職       8．その他（    ）
 




1．200万円未満         4．400万円～500万円未満  7．1000万円～1500万円未満  
2．200万円～300万円未満    5．500万円～700万円未満   8．1500万円以上 












世帯主との続柄 性別 年齢 職業 世帯主との続柄 性別 年齢 職業
1 世帯主本人 　男 ・ 女　 歳 6 世帯主本人 　男 ・ 女　 歳
2 男 ・ 女 歳 7 男 ・ 女 歳
3 男 ・ 女 歳 8 男 ・ 女 歳
4 男 ・ 女 歳 9 男 ・ 女 歳
5 男 ・ 女 歳 10 男 ・ 女 歳
 
 
平成 23年  月 
みなさまへ 
 
国立大学法人            
金沢大学理工学域環境デザイン学類 




















 国立大学法人 金沢大学理工学域環境デザイン学類 地震工学研究室 
  教授   宮島 昌克  e-mail : miyajima@t.kanazawa-u.ac.jp 
  担当   山岸 宣智   e-mail : noritomo@stu.kanazawa-u.ac.jp 
 
付録Ｂ 
 - 1 -
【１】現在の建物と住環境についておたずねします。 
問01 現在の建物の所有関係をお答え下さい。（1つに○をつけてください。） 
1．持家(自分の代で建替え・新築)  3．持家(建売住宅購入)  5．借家 
2．持家(先代から継承)       4．持家(中古住宅購入)  6．その他（      ）
 
問02 現在の建物の敷地の所有権はお持ちですか。（1つに○をつけてください。） 
1．持っている     2．持っていない 
 
問03 建て方、間取りをお答えください。 
1. 一戸建（  階建）   ＬＤＫ または   ＤＫ または   Ｋ 
2. 長屋建（  階建）   ＬＤＫ または   ＤＫ または   Ｋ 
3. アパート・マンションなど共同住宅（  階建の  階に居住） 
   ＬＤＫ または   ＤＫ または   Ｋ 
 
問04 現在の建物の構造をお答え下さい。（1つに○をつけてください。） 
1．木造 2．鉄骨・軽量鉄骨 3．鉄筋コンクリート 4.その他（       ） 5.不明  
 
問05 現在の居住地にいつからお住まいですか｡（いちばん長く住んでいる方についてお答えください｡） 













   1．住み続けたい              3．引っ越す可能性がある 
   2. できれば引っ越ししたい 
 
問08  もし引っ越しするとすれば、どこへの可能性が高いですか。（1つに○をつけてください。） 
1．金沢市      2. かほく市     3. 津幡町     4. 野々市町       5．白山市  
6．川北町     7．能美市      8. 小松市      9．その他（         ） 
 
問09 もし引っ越しするとすれば、その理由は何ですか。（１つに○をつけてください。） 
1. 家が古くなったため   3.家族の人数が減少    5.より良い環境を求めて 








1. 新築       2. 中古       3. どちらでもよい 
問11 引っ越しするとすれば、どのような家がいいですか。（１つに○をつけてください。） 
1. 一戸建て     2. アパート・マンション     3. 長屋建て 
問12 引っ越しするとすれば、所有ですか、賃貸ですか。（１つに○をつけてください。） 




























































































































   1. Ａ地区    2. Ｂ地区    3. Ｃ地区   4. Ｄ地区   5. Ｅ地区 
 
問14 問14において、選んだ理由は何ですか。（１つに○をつけてください。） 
     1. 金沢駅までのバス利便性      6. 中学校までの距離 
     2. 香林坊までのバス利便性      7. ｽｰﾊﾟｰﾏｰｹｯﾄまでの距離 
     3. 保育園までの距離         8. 病院等までの距離 
     4. 幼稚園までの距離         9. その他（                ） 




1．建物の外観      4．部屋の間取り     7．風通し    10．断熱性 
2．建物の広さ      5．トイレ・台所・風呂等の設備  8．耐震性    11. 駐車スペース 











3. 利用しなくてもよい。  
 
問 18 仮に、『まちなか区域』の中古住宅へ引っ越しするとして、昭和 56 年以前に建てられ、耐震改修が
行われていない空き家に、みずから耐震改修をして住む可能性はありますか。 
（１つに○をつけてください。） 
    1. 「既存建築物耐震改修工事費等補助」を利用して、耐震改修を行い、住んでもよい。 
    2. 特に補助金などを利用せず、耐震改修を行い、住んでもよい。 
    3. 耐震状況以外の条件（価格や間取りなど）が満足できれば、耐震改修は特にせず住んでもよい。 
    4. 「まちなか空家活用促進補助金」を利用して内部改修したいので、耐震改修を行い、住んでもよ 
     い。 

















































    1. 効果がある   2. やや効果がある   3. あまり効果がない  4.効果がない 
     
問23 「空き家を不動産会社や建築会社など企業が買って、耐震改修等をして、販売または賃貸する方法」
は、空き家の解消・地区全体の防災性向上に効果があると思いますか。（１つに○をつけてください。） 
    1. 効果がある   2. やや効果がある   3. あまり効果がない  4.効果がない 
     
問24 「空き家を市役所が買って、耐震改修等をして、市営住宅として賃貸する方法」は、空き家の解消・
地区全体の防災性向上に効果があると思いますか。（１つに○をつけてください。） 






    1. 効果がある   2. やや効果がある   3. あまり効果がない  4.効果がない 




    1. 効果がある   2. やや効果がある   3. あまり効果がない  4.効果がない 



























1．会社員        2．自営業      3．公務員       4．団体職員      
5．パート・アルバイト  6．日雇い      7．無職       8．その他（    ）
 




1．200万円未満         4．400万円～500万円未満  7．1000万円～1500万円未満  
2．200万円～300万円未満     5．500万円～700万円未満   8．1500万円以上 
3．300万円～400万円未満     6．700万円～1000万円未満 
 
問31 自家用車をお持ちですか。（１つに○をつけてください。） 
1．持っている   問32へ    2．持っていない   【６】へ
 
問32 駐車場の場所はどこですか。駐車台数もご記入ください。 















世帯主との続柄 性別 年齢 職業 世帯主との続柄 性別 年齢 職業
1 世帯主本人 　男 ・ 女　 歳 6 世帯主本人 　男 ・ 女　 歳
2 男 ・ 女 歳 7 男 ・ 女 歳
3 男 ・ 女 歳 8 男 ・ 女 歳
4 男 ・ 女 歳 9 男 ・ 女 歳
5 男 ・ 女 歳 10 男 ・ 女 歳






